公務労協・地方公務員部会が「地方公務員給与に係る4･22総務大臣

発言」に関わり給能室長交渉を実施 4月25日

※この交渉情報は、ホームページ、機関紙、チラシ等には活用せず、内部意思統一用に止めてください。

　公務員連絡会地公部会は、4月25日、地方公務員の給与削減に関わって総務省給与能率推進室長と交渉した。

　交渉には、地公部会からは藤川事務局長をはじめ、自治労から森総合労働局長、森本労働条件局長ら幹事クラス交渉委員が参加し、総務省からは、三橋給与能率推進室長、小岩課長補佐が出席した。

　藤川事務局長が要請書（別紙）を手交した後、「今週は、給与削減の取扱いをめぐる自治体交渉のヤマ場に設定をしている。総務省による給与削減要請は、従来の自治体独自判断による削減と異なっており、到底納得できるものではない。このため混乱した事態が発生する可能性もあるが、この責任はすべて国の押付にある」と総務省の対応を批判した。

　その上で、４月23日、新聞各紙において「新藤総務大臣が、22日に全国知事会の山田知事らと会い、地方公務員給与の在り方について自治体と協議する場を設置する」と報じられたことについて事実経過の説明を求めるとともに、地方公務員給与の在り方について協議・検討の場を設けるのであれば、組合代表を加えるよう要請した。

　これに対して、給与能率推進長は、以下の通り回答した。

　要請事項については受け止め、内部に報告したい。各自治体の検討、議論も本格化しつつあると聞いている。私どもは政府の方針に基づいて要請し、説明に不足があれば丁寧に説明していく。

　事実経過については、４月22日、全国知事会の山田会長、全国市長会の森会長、全国町村会の藤原会長の３人が、新藤大臣を訪問し要請を行ったもの。要請書は地方六団体会長の連名となっている。

　要請書では、地方のこれまでの人件費抑制の努力を考慮せず、ラスパイレス指数の単年の比較のみに基づき、本来、条例により自主的に決定されるべき給与について引下げ要請が行われたこと、「国と地方の協議の場」を一度しか開催せず、地方側と協議を尽くさないままこのような措置を国が決定したことに対して厳しい指摘をした上で、①今回の措置が東日本大震災を受けた例外的・時限的な措置であることを確認するとともに、②地方公務員の給与のあり方については、今後、検討の場を設け地方六団体と十分協議を行うことについて、要請があった。

　これに対して、新藤総務大臣は、①今回の措置は、平成25年度に限って臨時異例に、国家公務員の給与減額支給措置に準じた必要な措置をお願いしているものであり、ご理解いただきたい、②地方公務員給与の今後のあり方については、総務省と地方側とで話し合いの場を設ける等と応じた、というもの。

　平成26年度以降のことについては、現時点では、国家公務員の給与の取扱いも含め何も決まっていない。地方三団体からはラスパイレス指数に関して要請書でも指摘されており、まずは国と地方の給与比較の方法について、関係実務者により検討したいと考えているが、平成18年に行ったような有識者にお願いして研究会を立ち上げるようなことは考えていない。

このため、藤川事務局長は、「仮に技術的な検討であっても、公務員連絡会地公部会の意見を十分聞いてほしい」と要請し、本日の交渉を終了した。
